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本研究では，豊かな生活環境の構築に資する基礎的分析として，居住者や就業者が過ごす建物や地域の
特性が個々のライフスタイルと，その健康や知的生産性，幸福度にどのような影響を与えるかを分析した．
具体的には，名古屋都市圏の 5,000 人に対し，居住・就業環境や生活行動，健康，幸福に関する約 200 項
目の WEB アンケート調査を実施し，共分散構造分析を用いてその関係分析を試みた．その結果，1)住宅
や職場など建物環境は直接的に健康や生産性に影響する一方で，周辺環境は生活行動を規定しそれを介し
て影響を及ぼすこと，2)就業者の健康には職場周辺の環境の影響が大きい可能性があること，3)居住・就
業環境による健康や生産性，幸福度への影響は，直接・間接を含め，10～20%程度の影響を持つこと，等
が示唆された．その上で今後ますます注目を浴びる健康・創発型まちづくりにおける活用可能性について
論じた． 

 Key Words: Lifestyle, Happiness, Creative city, Healthy City, Quality of Life 

1. はじめに

我が国でコンパクトシティが提唱されはじめてか
ら約 20年がたとうとしている．2015年には立地適正
化計画が法制化され，都市構造の再構築に関する議論
が本格的に進みつつある．一方，人々の少子高齢化や
成熟経済など社会経済情勢の変化により，都市に求め
られる機能もまた変わりつつある．Healthy City1)や
Creative City2)など，これからの都市のコンセプトに関
わる様々な概念が打ち出されており，これからの都市

構造やその生活圏の再構築を進めるためには，単に交
通利便性が高いだけではない，付加価値の高い生活環
境の形成が求められる． 

また，大都市部や地方都市中心部，とりわけ再開
発があまり進んでいないインナーシティにおいては，
地域主導型のまちづくりが盛んに進められている．居
住人口や来訪者を増やし，現在居住・就業している
人々の暮らしの質（Quality of Life：QOL）を高めるこ
とを目的としたエリアマネジメントが進みつつある．
これらの動きでは，例えば若者が居住を目指すまち，
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ベンチャー企業が集まるまち，などどのような人にど
のような活動を行ってほしいか，きめ細やかなコンセ
プトに基づいたマネジメントが進められており，地区
間での競争がはじまりつつある． 

今後，本格的に都市構造の再構築を進めるうえで
は，単に生活者の交通利便性や，インフラ維持費用，
あるいは環境負荷といったマクロ的な目標や方法を考
えるだけでなく，エリアマネジメントなどボトムアッ
プ型の動きと強調した，生活者が共感できる都市のビ
ジョンとその実現のための日常生活圏の再デザインが
求められる．そのためには，都市環境が人々のライフ
スタイルにどのような影響があるか，あるいは都市環
境がライフスタイルを通じて生活者の健康や知的生産
性などの暮らしの質に対しどのような影響があるかを
明らかにする必要がある．
以上を踏まえ，本研究では居住者や就業者が過ご
す建物や地域の特性が生活者のライフスタイルと健康
や知的生産性，幸福度にどのような影響を与えるかを，
共分散構造分析を用いて分析する．具体的には，名古
屋都市圏の 5,000 人に対し，居住・就業環境や生活行
動，健康，幸福に関する約 200項目の WEBアンケー
ト調査を実施し，多重指標モデルを用いてその関係分
析を試みる．これにより，居住環境や就業環境が生活
者の生活やその QOL にどのような影響を与えるかを
明らかにするとともに，日常生活圏の再構築に向けた
方向性に関する知見を得る．

2. 都市環境と健康，生産性に関する既往研究

ライフスタイルが健康や幸福に与える研究は，
様々な対象や行動を基に，研究が進められている．都
市交通分野に関連するもので最も多いのが歩行環境と
健康との関係を研究したものであり，Nagai et al.3)は
1994年から 2007年にかけての大崎コホート調査によ
り歩行時間と医療費との間に関係があることを明らか
にした．また，Kato et al. 4)は歩行がもたらす健康改善
効果をモデル化し，1 歩あたりの医療費削減効果を算
出している．歩行活動以外では，橋本ら 5)が高齢者の
余暇行動と幸福感との関係を，谷本 6)が外出手段と機
能的健康との関係を分析している．食生活や運動等そ
の他の活動についても，多分野で様々な研究が蓄積さ
れている．これら既存研究では，個々の活動や要因に
よる健康への影響が実証的に明らかにされている一方
で，包括的な都市環境による健康への影響に関する研
究はあまり多くない 7)．張ら 8)は主観的健康指標とし
て SF-8 を取り上げ，大規模アンケートを基にした共

分散構造分析により，都市環境と健康との包括的な影
響分析を行っている．また，伊香賀ら 9)は住宅環境を
対象として健康との関係を，安藤ら 10)はさらに都市
環境を含め，居住環境全体が健康に与える影響の分析
を，ほとんど同様の手法を用いて行っている．これら
の研究では，主として着目する要素が異なるものの，
居住地周辺の環境やそれによるライフスタイルの違い
が生活者の健康に与える影響を明らかにしている． 

他方，都市環境と知的生産性との関係に関し，定
量的な分析を行った研究は非常に少ない．国土交通省
は知的生産性研究員会 11)（委員長：村上周三）にお
いて建物環境と知的生産性との影響を分析し，それを
評価するツールを構築しているが，建物外部の環境は
取り扱っていない．就業地の環境もまた，就業者の健
康や知的生産性に大きく影響を与える可能性があるが，
これを包括的かつ明示的に取り入れた研究は多くない． 

以上の通り，ライフスタイルと健康に関する研究
は．多分野で実施されているものの，都市環境とライ
フスタイル，健康を統合的に分析したものは多くない．
さらに，就業地と健康や知的生産性との関係を分析し
た研究はほとんどない．本研究では，張らや伊香賀ら
が実施した共分散構造分析を用いた都市環境と健康と
の関係分析を参考に，就業地の環境と生産性とを明示
的に加え，居住・就業環境が個人の生活行動と健康・
創発・幸福に与える影響を総合的に分析する．それに
より，健康・創発性の向上につながるまちづくりや土
地利用のあり方について知見を得る．

3. アンケート調査の実施

(1) アンケート調査の概要
愛知県のうち，特に名古屋都市圏（尾張地域）に
住む 20 歳以上の居住者を対象に，都市環境と健康・
知的生産性に関するアンケート調査を実施した．調査
方法は（株）マクロミルに登録しているモニターを対
象とした WEB 調査とし，サンプル数は 5,000 サンプ
ルとした（表-1）．
回収したサンプルの個人属性分布を表-2 に示す．
回答者属性の割り付けを行ったため男女比は概ね均等
であり，年代も概ね同等程度となっている．就業者が
全体の 6 割を占めている．ただし，60 代以上の女性
就業者についてはサンプル確保が難しかったため，他
の年代で補完を行っている．また，居住地は，名古屋
市内が概ね半数であり，尾張地域全体で 9割程度を占
めている．残り 1割は三河地域など県内の他市町村か
らの回答を補完している． 
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(2) アウトカム指標の設定
アンケート設問項目のうち，アウトカムとなる健
康・創発・幸福を表現する指標の設定を以下に記す． 

包括的な健康状態を示す指標（Health Related Quality 

of Life：HRQOL）としては，EQ-5D™12)や SF-36®13,14)

などが世界で幅広く普及している．本研究では，SF-

36 をベースとして，大規模調査向けに開発された，
少ない設問数で調査を行うことできる SF-8™ 15)を採
用する．SF-8は健康の 8領域に対応した 8つの質問項
目で包括的な健康尺度を測る（表-3）ものであり，こ
の 結 果 か ら 身 体 的 健 康 （ Physical Component 

Summary：PCS）と精神的健康（Mental Component 

Summary：MCS）の 2つの因子を得ることができる．
既往研究によりスコアリング係数 16)が算出されてい
ることから，他の調査結果との比較が可能である．な
お，利用には著作権者(1)から版権使用許可を得ている． 

知的生産性を表現する指標としては，既往文献等
12)を参考に， 8つの観点（集中力，アイデア，コミュ
ニケーション，リフレッシュ，リラックス，モチベー
ション，成長感，知的刺激）から自己評価値を把握し，
それらを 1つの因子として想定を行った．また，幸福

度については内閣府が毎年実施している「生活の質に
関する調査」と同様の設問を用いた（図-1）． 

(3) アンケート調査項目の概要
都市環境およびライフスタイルに関する調査項目
の一覧を表-5に示す．調査項目は全体で 134項目であ
り，住宅及び居住環境の状況，職場及び就業環境の状
況，ワークスタイル及びライフスタイルを調査してい
る．回答負荷の低減のため，多くの設問では 5ないし
は 6尺度のカテゴリ選択型としている．各調査項目の
設定では，住宅及び職場環境については CASBEE 健
康チェックリスト 17)を，周辺環境のうち歩行に関連
するものは ANEWS 日本語版 18)を参照するなど，健
康や生産性に関連した既往研究を参考に設定した． 

4. 都市環境が健康・創発に与える影響の分析

(1) 構造方程式モデルの推定
以上のアンケート調査結果をもとに，構造法的式
モデルによる関係分析を実施した．分析には、SPSS 

Amos ver.23 を用い，モデルの統計的妥当性の判断に
はモデルの適合性や説明力を示すGFI（Goodness of Fit

Index：適合度指標）及び AGFI（Adjusted Goodness of

Fit Index：修正適合度指標），モデルの分布と真値と
のかい離の分布の違いを示す RMSEA（Root Mean

Square Error of Approximation）を用いた．仮説に基づ
く因果関係パスを結んだ後，上記指標や修正指数に従
い，かつ仮説や論理的妥当性を満たしながら探索的に
妥当性の高いモデルの構築と検証を行った．なお，本

表-1 アンケート調査の概要 

項 目 概 要

調査方法 WEBアンケート調査
（株）マクロミルモニター対象

調査範囲 名古屋都市圏に居住する20歳以上男女

調査時期 2015年12月

目標サンプル数 5,000サンプル

アンケート項目

●現在の康・知的生産性・幸福度
●居住環境および就業環境の主観評価
●ライフスタイル・ワークスタイル
●就労条件や生活意識
●個人属性および居住地

表-2 アンケート回答者の個人属性 

性年代 就業者 非就業者 合計

男
性
 

20代 6.1% 4.0% 10.2%
30代 6.3% 4.0% 10.4%
40代 6.6% 4.0% 10.6%
50代 6.6% 4.0% 10.6%
60代以上 6.3% 4.0% 10.4%
小計 32.0% 20.2% 52.2%

女
性
 

20代 7.0% 4.0% 11.0%
30代 7.0% 4.0% 11.0%
40代 7.1% 4.0% 11.1%
50代 5.7% 4.0% 9.8%
60代以上 0.9% 4.0% 4.9%
小計 27.7% 20.2% 47.8%

合計 59.6% 40.4% 100.0%

表-3 SF-8の尺度構成 

下位尺度名 略号
身体機能 Physical functioning PF
日常役割機能（身体） Role physical RP
体の痛み Bodily pain BP
全体的健康感 General health GH
活力 Vitality VT
社会生活機能 Social functioning SF
日常役割機能（精神） Role emotional RE
心の健康 Mental health MH

図-1 内閣府による幸福度調査 
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稿では紙面の関係から就業者のみの分析結果を示すが，
非就業者についても就業関連変数以外の点では大きな
変化は見られなかった． 

想定した潜在変数と対応する設問番号を表-6 に，
推定結果のうち，潜在変数の構造モデルに関するパス
図を図-2に示す．GFI，AGFIともに 0.8以上を満たし
ており，RMSEAは 0.05以下であることから概ねモデ
ルの精度は良好であると判断される．
推定の結果，全体としては住宅や職場などの室内
環境は直接的に健康や生産性，幸福度に影響を及ぼす
こと，居住環境や就業環境はライフスタイルへの影響
を通じ，健康等へ影響を及ぼすことが明らかとなって
いる．個々の影響を観察すると，居住・就業地域の利
便性は交通行動へ影響を及ぼす一方で，快適性は地域
への愛着や余暇行動などに影響を及ぼしやすい．また，
生活行動間の相関が強く，非機関による交通行動の多
さが余暇活動の活発さを誘引している可能性も指摘で
きる．なお，アウトカム指標間での因果を結んでいな
い身体的健康では，決定係数は 0.11 であった．既往
研究においても，都市環境等による健康への寄与は

0.1～0.2 程度をとっていることから，概ね同等である． 

各アウトカム変数に対する潜在変数の標準化総合
効果を図-3 に示す．身体的健康では，住宅環境や職
場環境の影響が大きい．また，余暇活動の活性度も大
きく影響している傾向にある．一方，精神的健康面で
は年齢が正の影響を与えるとともに，居住環境快適性

表-5 都市環境およびライフスタイルに関する質問項目一覧 

番号 質問項目
分類

【回答方式】 番号 質問項目
分類

【回答方式】 番号 質問項目
分類

【回答方式】
1 住宅タイプ 43 歩道広さ 92 就労場所の裁量
2 延床面積 44 道の平坦さ 93 就労時間の裁量
3 築年数 45 道幅 94 スケジュールの裁量
4 居住期間 46 街路樹 95 仕事内容の裁量
5 断熱改修有無・時期 47 景観・自然 96 会議・打合せの量
6 室内の緑環境 48 花壇・緑地 97 デスクワークの量
7 建物外壁・屋上の緑環境 49 事故危険性 98 テレワークの機会
8 敷地内の意どり環境 50 暗さ・死角 99 職場外での仕事
9 内装の木質環境 51 通過交通速度 100 サテライトオフィス
10 家具の木質環境 52 地産地消機会 101 移動中の仕事
11 外構・外装の木質環境 53 通いのカフェ・喫茶店 102 自動車―平日
12 夏の暑さ 54 散歩・運動できる公園 103 自動車―休日
13 冬の寒さ 55 子どもを見かける機会 104 鉄道―平日
14 冬の水回り寒さ 56 立ち話を見かける機会 105 鉄道―休日
15 風通し 57 古くからの住宅・建物 106 バス―平日
16 日照 58 職場タイプ 107 バス―休日
17 騒音・振動 59 築年数 108 自転車―平日
18 怪我のリスク 60 勤務期間 109 自転車―休日
19 室内の狭さ 61 室内の緑環境 110 徒歩―平日
20 よどみや臭い 62 建物外装の緑環境 111 徒歩―休日
21 コンビニエンスストア 63 建物外構の緑環境 112 終業後の社交活動
22 スーパーマーケット 64 内装の木質環境 113 終業後の余暇活動
23 小さな食料・日用品店 65 外装・外構の木質環境 114 終業後の自己学習
24 大型専門店 66 夏の暑さ 115 ビジネス交流
25 書店 67 冷房の効きすぎ 116 異業種との交流
26 図書館 68 冬の寒さ 117 暮しの中での知的刺激
27 幼稚園・保育園 69 暖房のききすぎ 118 屋外での食事
28 小中学校 70 光環境 119 屋外での余暇
29 高校・大学 71 よどみや臭い 120 地産地消の機会
30 文化施設・教室 72 圧迫感・息苦しさ 121 運動機会
31 ファストフード店 73 清潔感 122 居住地行事への参加
32 喫茶店・カフェ 74 休憩環境 123 その他行事への参加
33 飲食店・レストラン 75 緑の多さ 124 あいさつ・立ち話
34 薬局・ドラッグストア 76 飲食店 125 友人との食事機会
35 銀行・郵便局 77 喫茶店・カフェ 126 飲酒機会
36 病院・診療所 78 日常の買い物機会 127 喫煙機会
37 公園 79 スポーツ施設 128 節水・省エネ意識
38 公民館・地域センター 80 学習機会 129 健康・運動意識
39 鉄道駅 81 文化機会 130 能力開発意識
40 バス停 82 業種の多様性 131 コミュニケーション
41 ジム・スポーツセンター 83 同業種の集積性 132 自分の時間
42 あなたの職場・学校 84 小規模会社の集積 133 居住地への愛着

85 公園・広場 134 就業地への愛着
86 街路樹
87 花壇・植栽
88 歩道広さ
89 自動車交通量
90 歩行者交通量
91 夜間の安全性

居住環境の施設近接性

5段階の
利用時間選択

ライフスタイル

5段階の
カテゴリ尺度選択

生活意識

5段階の
カテゴリ尺度選択

ワークスタイル

5段階の
カテゴリ尺度選択

住宅環境の評価

5段階の
カテゴリ尺度選択

居住環境の
施設近接性

6段階の
歩行到達時間選択

居住環境の
快適性・安全性

5段階の
カテゴリ尺度選択

現在勤めている
職場の概要

選択式および入力式

職場環境の評価

5段階の
カテゴリ尺度選択

現在住んでいる
住宅の概要

選択式および入力式

就業環境の
利便性・快適性

5段階の
カテゴリ尺度選択

表-6 潜在変数一覧 

項 目 対応設問
住宅環境 12-20
居住環境利便性 21-42, 53
居住環境快適性 43,46-48, 52-56
居住環境安全性 48, 52-54, 56-57
職場環境 66-75
就業環境利便性 76-84, 89-91
就業環境快適性 84-88
就労形態裁量性 92-95, 98
就労形態柔軟性 96, 98-101
地域愛着意識 133-134
生活規範意識 128-132
交通行動 102-111
創発行動活性度 115-118
生活行動活性度 118-125
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が身体的健康よりも高い影響を及ぼしている．知的生
産性への総合効果では，室内環境の影響が低減し，居
住環境快適性の影響が大きくなるほか，創発的な活動
や交通行動などライフスタイルによる影響が全般的に
高くなっている．また，健康の総合効果も強いことか
ら，生産性と健康は相互に影響を及ぼしあう可能性が
示唆される．最後に幸福度への総合効果を確認すると，
愛着意識が直接的に影響を及ぼしており，健康や生産
性の影響も大きい．また，子供の有無が大きく影響し
ていることも特徴的である．都市の快適性や利便性が
単に主観的な過ごしやすさや利便性だけでなく，生活
者の健康・創発・幸福に対して，影響を及ぼしている
ことが確認できた．単に各種施設への利便性を高める
コンパクト化のみならず，日常生活圏における歩きや
すさや安全性，緑地環境などの改善をバランスよく進
めていくことが生活者の健康や創発を高めるために重
要な要素となっている可能性がある．近年着目されつ
つある Creative CityやHealthy Cityの創出にあたっては，
単に直接的に運動機会や創発機会を促進するだけでな
く，都市環境の改善を通じた促進もまた有効であるこ
とが示唆される．

5. おわりに

本研究では，名古屋都市圏を対象とした 5,000 件の
アンケート調査を実施したうえで，都市環境が生活者
のライフスタイルと健康，創発，幸福に与える影響を，
共分散構造分析を用いて分析した．その結果，1)住宅
や職場などの室内環境の質は健康に直接的な影響を与
える一方，都市環境はライフスタイルの誘導を通じて
健康や生産性に影響を及ぼしていること，2)就業者の
健康には職場周辺の環境の影響が大きい可能性がある
こと，3)居住・就業環境による健康や生産性，幸福度
への影響は，直接・間接を含め，10～20%程度の影響
を持つこと，等が示唆された．新たに就業環境による
健康や生産性への影響を明らかにした点で，有用な知
見を得られたものと考えられる．
高齢社会や予防医療に対応した健康まちづくりや，
地方創生に関連する創発まちづくりを進めるにあたっ
ては，単にプロモーションやソフト事業だけでなく，
用途混在による利便性の向上，緑地環境や歩行環境の
改善によるライフスタイルの誘導もまた重要である．
また，地区独自のタウンマネジメントを検討するにあ
たっては，その地区が誰にとってどのようなまちづく

図-2 構造方程式モデルの推定結果（構造モデルのパス図） 

生活
規範意識

住宅環境
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活性度
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りを目指すべきか，そのビジョンを明確化する必要が
ある．健康や創発は，地区のビジョンを検討するにあ
たっての一つの指標となりえることから，現在の地区
環境の強み・弱みや，ビジョンの検討，取り組みの優
先度の検討にあたって本研究成果の活用が望まれる． 

一方，本研究は基礎的な分析に留まっており，理
論的・実務的な課題も大きい．1 点目は，因果推論仮
説の照明が充分でないことである．本研究では，都市
環境がライフスタイルを誘導し，それが健康や生産性
に影響することを仮説として分析を行っているが，共
分散構造分析ではその仮説は充分に立証されていない．
今後は，転居後の行動や状態変化など，因果関係の立
証を行うための実証的な研究展開が望まれる．また，
本研究では全体構造を分かりやすく提示するため，次
元を集約できる共分散構造分析を用いたが，その分，
個々の環境や行動要素による影響が充分に記述できて
いない．例えば，徒歩を中心としたまち，自転車を中
心としたまちなど，同じモビリティ志向のまちづくり
を展開するにあたっても，そこには様々なバリエーシ
ョンがあり，適した地区の地理的特性，居住ターゲッ
ト，健康への影響などは異なるはずである．個人属性
による影響の違いや，個々の要素間の関連を十分に記
述し，より多様なまちづくりを支援するためには，個
別の個々の環境や行動要素を詳述できるモデルの開発
が必要である．これには，近年さらに高度化している
機械学習やパス解析などが有効である可能性もある．

今後はこれらの課題解決を含め，まちづくりへの活用
を想定した展開を行う予定である． 

謝辞：本研究は，環境省「低炭素ライフスタイルイノベー
ションを展開する評価手法構築事業委託業務（既成市街地
のまちづくりを通じた都心型低炭素ライフスタイル・ワー
クスタイルの評価方法構築）」により実施している．ここ
に記して謝意を表する． 
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